
 
 

銀行名 七十七銀行 

タイトル 取引先の海外進出支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ データセンター関連事業を営むＡ社は、インドネシアの財閥等が設立するデー

タセンター向けにクラウド基盤を製造するインドネシア現地法人を設立したが、

インドネシアは外貨規制が厳しく（※）、現地法人での資金調達が課題となって

いた。 

※．インドネシアでは、海外からの外貨建て借入について規制があるほか、イン

ドネシア国内で行う決済はすべて現地通貨であるインドネシアルピアを使用

する必要がある。 

 

【取組み内容】 

・ 課題解決に関する情報提供等各種支援を実施。具体的な支援内容は以下の

とおり。 

① 当行海外派遣行員がインドネシアで外貨規制等に関する情報を提供。 

② 当行協力協定締結先のバンクネガラインドネシア（現地金融機関）に同行

訪問し、現地法人の口座開設をサポート。 

③ 外貨規制等に対応したインドネシアルピア建て親子ローンスキームを提

案。 

 

【取組みの効果】 

・ Ａ社に対して、現地法人への転貸資金として融資を実行し（1,600 万円）、

現地法人の事業運営を支援。 

 

＜スキーム図＞ 

 

 



 
 

銀行名 七十七銀行 

タイトル 地元大学との産学連携を活用した新技術支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 当行と東北大学は平成19年に連携協力に関する協定を締結して以降、産学連

携による新技術・新事業分野への支援を進めてきており、平成24年度以降、東

北大学でのラボツアーを毎年度開催している。また、当行としてはものづくり

補助金の認定支援を継続してきており、当行認定支援先の採択件数は、平成 25

年度33件、平成26年度52件、平成27年度26件となっている。 

・ 平成27年度、取引先の技術ニーズと東北大学の研究シーズのマッチングによ

る地元ものづくり産業の競争力強化ならびに事業化支援を目的として、産学連携

を活用した新商品開発や新事業展開に取り組む取引先等を対象に、東北大学との

共同企画「地方創生・産学連携プログラム」を開催した。 

 

【取組内容】 

・ 名 称：七十七銀行・東北大学共同企画「地方創生・産学連携プログラム」 

① 第1回「産学連携セミナー」 

・ 開催日：平成27年11月 24日（火） 

・ 参加者：74社・団体／103名 

・ 内 容：「脳科学から新産業を創成する」（東北大学） 

「産学連携の上手な活用方法」（東北大学） 

「科学技術振興機構の産学連携制度と事例紹介」（科学技術振興機構） 

② 第2回「東北大学イノベーションフェア2015視察」 

・ 開催日：平成27年12月9日（水） 

・ 参加者：27社・団体／30名 

・ 内 容：東北大学による研究シーズ紹介 

③ 第3回「ラボツアー・交流会」 

・ 開催日：平成28年2月25日（木） 

・ 参加者：20社・団体／25名 

・ 内 容：ラボツアー（4研究室訪問） 

      参加者と大学研究室・コーディネーターとの相談時間補完および連携

強化を目的とした交流会 

 

【取組みの効果】 

・ ケーブル製造業である本プログラム参加企業Ｂ社は、既存の産婦人科向け超音

波診断装置における深触子と本体機器の接続用ケーブルが重く硬いことが、医師

や看護師にとって負担となっていることに着目した。 

・ 当社は、本プログラムの内容を参考として、当該ケーブルに特殊な熱処理を加

えることで軟線の極細ケーブルの開発に成功した結果、現在、大手電線メーカー

より量産化の要請を受けている。 

・ 当社は今後の業容拡大が見込まれることから、当行にて認定支援を行い、競争

力強化に向けた「平成27年度補正ものづくり・商業・サービス新展開支援補助

金」を申請、採択されている。 
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銀行名 七十七銀行 

タイトル みやぎ復興・地域活性化支援ファンドを活用した地元温泉旅館に対する資金支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ Ｃ社は、宮城県の代表的な温泉地である秋保温泉において、大型旅館および純和

風の小規模高級旅館を運営しており、露天風呂等が高い評価を得ていた。 

・ 一方、Ｃ社は震災前に調達した借入金の返済と現状のキャッシュフローとの間に

資金ギャップが生じており、資金繰りがタイトな状況となっていたほか、財務基盤

強化という大きな課題も抱えていた。 

 

【取組み内容】 

・ 当行は、Ｃ社の事業性評価をベースにした中期経営計画の策定支援に継続的に取

組むなか、課題解決策として「みやぎ復興・地域活性化支援ファンド（以下、「ファ

ンド」という。※）」から長期一括の資金を導入し、資金調達と財務安定性向上を両

立させることを提案。 

・ ファンドは、魅力ある旅館づくりを積極的に進めるＣ社の中期経営計画をフ

ァイナンス面から支援することが、宮城県の観光業の復興・活性化に寄与する

ものと判断し、ファンドの設立趣旨に沿って投資を決定。 

・ 平成27年5月、ファンドは、Ｃ社との間で５億円のローン契約（実行可能期間付）

を締結し、同月に期日一括のローン２億円を実行した。 

 

【取組みの効果】 

・ Ｃ社は、「感動していただける食事と空間」、「豊かで美しい温泉」、「高品質のおも

てなし」に磨きをかけ、お客さまに更なる感動を提供するため、中期経営計画

「Challenge2018」を策定。地元の食材を活かした料理の提供に加え、多様な研修等

を通じた接客力の向上、ＷＥＢ予約を活用した新規顧客の獲得等、新たな施策を積

極的にすすめている。 

 

 

※．「みやぎ復興・地域活性化支援ファンド（正式名称「みやぎ復興・地域活性化支

援投資事業有限責任組合」）」は、当行が、平成 26 年 12 月に、東日本大震災から

の復興および地域活性化を支援するため、株式会社日本政策投資銀行（以下、「Ｄ

ＢＪ」という。）、および株式会社地域経済活性化支援機構（以下、「ＲＥＶＩＣ」

という。）と共同して設立したものである。 

本ファンドは、被災地域の復興や成長に資する事業を行う企業に対して、劣後

ローン等により資金を供給するとともに、当行やＤＢＪの持つネットワークやノ

ウハウを活用したビジネスマッチングや事業化支援、またＲＥＶＩＣの持つ専門

家派遣機能を活用した経営支援等を行うことを目的としている。 

 



 

 

 

１．みやぎ復興・地域活性化支援ファンドのスキーム図 

 

 

 

 

２．ファンド活用による既存借入金の再構築イメージ図 
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銀行名 七十七銀行 

タイトル Ｍ＆Ａを活用した地元企業の事業承継支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ Ｄ社は、宮城県内で青果物等の貨物輸送を手掛ける地場運送業者であるが、社長

が高齢で後継者不在という課題を抱えていた。 

・ そのような状況下、Ｄ社の社長は、取引先（荷主）でもある株主２社と相談のう

え、廃業を決断し、会社清算を前提に同業のＥ社と所有不動産の売却交渉を進めて

いた。 

 

【取組み内容】 

・ 当行は、Ｄ社とその株主２社に対して、廃業とＭ＆Ａ（株式譲渡）のメリット・

デメリット等について、ポイントを説明。同様に、Ｅ社に対しても、不動産取得と

Ｍ＆Ａ（株式譲受）の違いについて、整理のうえ説明を実施した。 

・ その結果、手取額の最大化および従業員の雇用維持の観点から、Ｄ社とその株主

２社はＭ＆Ａ（株式譲渡）スキームによる事業承継を決意。また、Ｅ社もＭ＆Ａ（株

式譲受）にて経験豊富なトラック運転手をはじめとする人材確保が見込めるため、

前向きに検討することとなった。 

・ 当行は、関係各社の仲介役としてニーズを調整しながら、諸条件の交渉等を

サポートするなど、コンサルティング機能を発揮。 

・ 平成28年2月、Ｄ社の株主２社とＥ社は、株式譲渡契約書を締結。併せて、当行

は、買い手であるＥ社に対し、株式取得資金を支援した。 

 

【取組みの効果】 

・ Ｍ＆Ａの成約によりＤ社従業員の雇用は維持され、Ｄ社株主は会社清算コストを

負担せず手取額の最大化を実現。また、Ｅ社も有能な人材確保や荷主拡大を図るな

ど、関係各社がそれぞれメリットを享受する案件となった。 

・ Ｅ社は、Ｄ社買収後にテコ入れを行い、足元の運送量が増加傾向となっているほ

か、荷主との交渉により運賃改定（値上げ）の確約も得ていることから、従業員の

給与引上げも検討している。 

 

＜スキーム図＞ 
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銀行名 七十七銀行 

タイトル 
常駐外部専門家との連携による㈱東日本大震災事業者再生支援機構を活用した震

災間接被害支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 大手メーカーの孫請受注をメインとする金属プレス加工業者であるＦ社は、本

社工場が宮城県の内陸部に立地していたため、東日本大震災による直接被害は比

較的軽微であった。 

・ しかし、宮城県の沿岸部に立地している主要取引先が津波によって被災した影

響から、売上が大幅に減少するなど、間接被害による収益の大幅な低下が問題と

なっていた。また、Ｆ社は、震災後、資金繰りの安定を目的として当行より長期

運転資金を調達していたために、震災前の借入が負担となっていた。 

・ 当行は、Ｆ社が震災の間接被害により二重ローン状態となっていることを踏ま

え、㈱東日本大震災事業者再生支援機構（以下、「東日本機構」という。）の活用

による震災前債権の買取りをＦ社に提案するとともに、本部常駐の外部専門家と

の連携による経営改善計画の策定支援に取組むこととなった。 

 

【取組み内容】 

・ 営業店は、本部常駐の外部専門家と協働のうえＦ社の事業性評価を行い、以下

の経営課題を特定した。 

 ① 大手メーカーの１次下請けである主要取引先との関係が良好であり、主要

取引先の復旧後については長期的な受注の安定が見込まれるものの、受注量

の約５割を主要取引先に依存しており、業況変化の影響を受けやすい。 

 ② 震災の影響により売上が減少したものの、売上に直接関係しない費用（役

員報酬や地代家賃等）のコスト管理が甘く、経費が震災前の水準で据え置か

れている。 

 ③ 経営管理体制が脆弱であり、予算・実績管理が不十分である。 

・ 判明したＦ社の経営課題を踏まえ、営業店と本部常駐の外部専門家は、以下の

アクションプランを骨子とする計画策定を支援した。 

  ① Ｆ社の強み（小ロット、低コスト、短納期）を活かした、主要取引先との

強固な関係の維持および新規取引先の開拓 

② 固定費の削減（役員報酬、地代家賃等） 

③ 経営管理体制の強化（予算・実績管理の徹底等） 

・ 東日本機構は、策定された計画をもとに事業再生の可能性を検討のうえ、震災

前債権の買取りと一部債権放棄を内容とする金融支援策を立案し、全取引金融機

関等からの合意を得ることで、Ｆ社に対する支援体制が確立された。 

 

【取組みの効果】 

・ 当行は、策定された計画に基づき、Ｆ社の業況を定期的にモニタリングしてお

り、貸出条件の変更および商業手形の割引を行うなど、Ｆ社の復興に向けた取組

みを継続支援している。 

・ Ｆ社は、アクションプランに掲げた新規取引先の開拓、経費削減および予算管

理の徹底を着実に実施している。計画 1年目の中間決算時点における計画の進捗

状況は、売上高、利益ともに概ね計画通りに推移しており、決算期においても計

画の達成が見込まれている。 

 



 
 

銀行名 七十七銀行 

タイトル 全国高校生金融経済クイズ選手権「エコノミクス甲子園」宮城大会の開催 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 人生設計や生活防衛に不可欠な金融経済知識を習得する教育事業を行うこと

を通じて、地域への社会貢献を推進する観点から、特定非営利活動法人金融知

力普及協会との共催により、全国高校生金融クイズ選手権「エコノミクス甲子

園」宮城大会を開催した。宮城大会の開催は今回で7回目となる。 

 

【取組み内容】 

・ 開催日：平成 27年 12月 13 日（日） 

・ 会 場：当行本店 4階大会議室 

・ 参加者数：県内 9校から 29チーム 57名が参加 

・ 競技内容 

金融経済に関する時事問題や専門分野等からクイズ問題を出題。筆記クイズと

早押しクイズによる予選を行い、上位6チームが決勝に進出。ボードクイズに

よる決勝を行い、優勝チームが全国大会へ出場。 

 

【取組みの効果】 

・ 参加者へのアンケート結果をみると、「参加して楽しかった」との意見が 9 割

超となっていることから、大会開催についての評価は概ね良好であった。また、

「大会に備えて勉強・対策した」との回答が7割超となっており、金融経済知

識習得の意識付け等に一定の効果があった。 

 



 
 

銀行名 七十七銀行 

タイトル 東北学院大学への提供講座開設 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 金融教育を通じた社会貢献活動の一環として、東北学院大学経営学部に銀行実

務をテーマとした提供講座を開講。 

・ 平成23年度より同大学での提供講座を開講しており、今回で5回目となる。 

 

【取組み内容】 

・ 講座名称 : 総合講座Ⅱ（株式会社七十七銀行提供講座） 

・ 講義内容 : 主に当行の主要業務の概要および地域経済における地方銀行の役

割についての講義（預金業務、貸出業務、国際業務他） 

・ 開設期間 : 平成 27年度後期（9月～1月） 

・ 講義回数 : 15 回（1講義 90分）うち当行行員講義 12回、担当教授講義 3回 

・ 受講者数:234 名（参考：平成 25年度 251 名、平成 26年度 163 名） 

 

【取組みの効果】 

・ 本講座は毎年度多数の学生が受講。講義では、当行行員が金融の仕組みや銀行

の基本的業務（預金・貸出・為替等）について実務的な観点から分かりやすく

解説し、当行の地域貢献業務についての内容も盛り込むなど、地域金融機関と

しての役割などについても取り上げた。 

・ 受講学生のアンケート結果をみると、「理解できた」「興味がもてた」との回答

が 9割超と、講義内容についての評価・理解は概ね良好であり、金融教育に一

定の効果があった。 

 

 



 
 

銀行名 七十七銀行 

タイトル 体験型教育プログラム「スチューデント・シティ」の活動支援 

取組み内容 

【動機（経緯）】 

・ 金融教育を通じた社会貢献活動の観点から、仙台市が取組む体験型教育プログ

ラム「スチューデント・シティ」に当行が協賛し、平成26年9月より活動支援

を開始。 

・ 「スチューデント・シティ」とは、世界最大の経済教育団体である米ジュニア・

アチーブメントの日本本部「公益財団法人ジュニア・アチーブメント日本」の

教育プログラムで、東日本大震災の被災地復興を目的とした「カタールフレン

ド基金」の支援により新たに仙台に開設されたもの。 

 

【取組み内容】 

・ 平成 27年度活動期間：平成 27年 5月 21 日～平成 28年 2月 19 日 

・ 平成 27年度活動回数：76回 

・ 活動施設：就業体験施設「仙台子ども体験プラザ－Ｅｌｅｍ」 

・ 平成 27年度参加小学校数：仙台市内小学校 122 校 

・ 平成 27年度参加児童数：仙台市内小学 5、6年生 8,627 名 

・ 活動内容 

施設内のブースに再現された金融機関、市役所、小売業、サービス業などの

店舗・事務所において、児童が従業員や顧客となり、経済や社会の仕組み、仕

事の流れ、お金とは何かなどを学ぶ。なお、「スチューデント・シティ」での

学習は、仙台市内の小学校5、6年生の授業カリキュラムに組み込まれている。 

平成 26年 9月から活動を開始し、平成 27年度以降は仙台市内のすべての公

立小学校が参加している。 

 

【取組みの効果】 

・ 体験学習によって経済やお金の流れ等を勉強することができ、参加した児童か

らも「大変勉強になった」等の意見が多く、小学生の金融教育に一定の効果が

あった。 

 


